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≪ 再拡張事業の意義 ≫

○ 発着容量の制約の解消

○ 多様な路線網の形成・多頻度化による利用者

利便の向上

○ 航空市場における真の競争を行わせるための

環境整備

○ 都市の国際競争力強化（都市再生）

○ 地域交流の促進、地域経済の活性化
羽田は国内航空のボトルネック

羽田再拡張事業の必要性

× 現状のままでは、新たな増便が不可能

× 利便性の高い多頻度運航に制約

× 適正な航空会社間の競争促進に制約

１,１１４回／日

定期便発着枠

20012000 2002

発着回数（回／日）

容量制約

(H13)(H12) (H14)
（年度）

７５４７０２７０２６４０６４０
６００

沖合展開事業による

新C滑走路
供用開始

沖合展開事業による

新B滑走路
供用開始

1999
(H11)

1998
(H10)

1997
(H9)

※

※ 増便に伴う遅延防止のための準備
期間を経て、本格運用を開始

※

羽田再拡張事業により
国内航空のボトルネック解消

羽田の容量は既に満杯

再拡張事業により

容量約１.５倍増

・厳しい空整特会の財務状況

・多額の借入金による整備は、将来の利用者負担
（＝着陸料負担）の増加につながる
･･･現在、空整特会は沖合展開時の借入金償還のために、毎年約１千億円を計上

課題 ＝ 財源問題

○ 公的負担の増額が必要不可欠

○ 一般財源の拡充と地方の協力
が課題

諸外国の空港整備における
公的負担の割合

シンガポール 100％
香 港 60％
中 国 45％
成 田 20％

※ 滑走路占有時間短縮に伴う
発着枠の増加（Ｈ15.7.18より）

13
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航空輸送の増大、多頻度化に対応するため、空港整備とともに、
「空の路」である航空路の安全確保と容量拡大

○ 航空交通管理（ATM）センターの整備

○ 空港整備に合わせた段階的な航空路の再編

○ 国内空域における短縮垂直間隔の導入

○ 米軍、自衛隊の使用状況を勘案した民間航
　　空に必要な空域の確保（横田・百里空域等）

　空域・航空路の再編　 次世代航空保安システムの導入

衛星を活用した通信、航法、監視機能
の強化により、安全性を確保しつつ、
洋上空域における管制間隔を短縮

航空交通量の増大等に対応するため、
柔軟な空域運用・円滑な交通流を形成

空港空港 航空交通管制部

航　空　路

洋上管制間隔 導入前 導入後

１２０海里

５０海里

３０海里

３０海里

縦間隔

横間隔

短縮

安全の確保

航空交通容量
の拡大

短縮

増大する航空需要により、上空の混雑も深刻化
最も混雑が顕著である北太平洋ルート（日本と北米間を結ぶ複数の航空路）において、
　　○ 現在、日本を出発し当該ルートを飛行する国際線航空機のうち、約35％が希望する高度で飛行できない状況
　　○ 当該ルートの交通量は、2015年には現在の約２倍に増加するとの予測　　　　　　

【現行システム】

ＨＦ通信（音声）

【衛星導入後】

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

ルート上の処理容量が

約３倍に

航空路における安全の確保と容量の拡大（航空管制の充実）17



地方空港新設は
離島を除き抑制、
継続事業のみ実施

歳出　
4,563億円

空整特会の歳入・歳出規模
（平成15年度予算）

歳出削減努力

一般空港、環境対策、
航空路等について、
事業費の更なる徹底
した見直しを実施

歳入　
4,563億円

投資の効率化一般財源の確保

公共事業全体の中でのシェアの拡大

政府全体の公共事業関係費が3.9％減の中、事業費は4.9％増
（シェアは0.16ポイント増）

空港関係

1,464億円
（1.75％）

空港関係

1,536億円
（1.91％）

国全体

83,512億円

国全体

80,244億円

Ｈ14年度

Ｈ15年度

3.9％減4.9％増

年　度

年　度

Ｈ６

Ｈ11

Ｈ７

Ｈ12

Ｈ８

Ｈ13

Ｈ９

Ｈ14

Ｈ10

国全体

空　港

シェア

88,138

1,228

1.39%

91,715

1,318

1.44%

95,501

1,414

1.48%

96,770

1,538

1.59%

89,177

1,439

1.61%
Ｈ15

国全体

空　港

シェア

93,630

1,588

1.70%

93,580

1,706

1.82%

93,608

1,638

1.75%

83,512

1,464

1.75%

80,244

1,536

1.91%

空港整備関係公共事業費の推移（当初予算）
（億円）

・一般会計の負担：約１／３

・着陸料等の
　 　利用者負担 ：約２／３

羽田沖展事業の元利償還
に係る支出が、今後約10
年間、毎年１千億円程度
発生

↓
従って、大都市圏拠点空
港整備に充当可能な資金
は約１千億円

純粋一般財源
672 (14.7)

航空機燃料税
相当額
864 (19.0)

着陸料等収入
945 (20.7)

航行援助施設
利用料
1,245 (27.3)

雑収入等
301 (6.6)  

長期借入金
536 (11.7)

一般会計　　　　　　
からの受入
　　1,536
　　(33.7)

空整特会
自己財源
2,491
(54.6)

新東京 25 (0.6)

関西 521 (11.4)

中部 282 (6.2)

羽田再拡張 15 (0.3)一般空港等
470 (10.3)

環境対策 166 (3.6)

航空路 213 (4.7)

維持運営費等
1,544 (33.8)     

離島航空助成
16 (0.4)

大都市圏
　拠点空港
　　 2,154
　　 (47.2)

羽田沖展
252 (5.5)

空港整備事業費における大都市圏拠点空港の歳出シェア

1980(S55) 2003(H15)

一般空港等
81.9 %

一般空港等
25.8 %

４．１倍

大都市圏
拠点空港
７４．２％

大都市圏
拠点空港
１８．１％

大都市圏拠点空港へ投資を重点化

※ 空整特会歳出予算ベースから長期借入金償還等を除いた額で整理

羽田沖展
元利償還
1,059 (23.2)

空港整備財源と空港整備特別会計18

空港整備の負担

歳出の特徴



（参考）公共事業関係費（国費）の分野別シェア

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

調整費等　0.53％

（年度）
平成

19

17.97

28.85

1.41

4.25
2.61

11.61

16.35

14.13

2.32
0.16

17.62

28.72

1.39

4.18
2.55

11.77

17.10

13.76

2.40
0.16

15.69

30.10

1.61

3.79
2.22

11.98

18.26

12.15

3.47
0.38

森林保全・都市幹線鉄道等
　3.84％

農業農村整備　11.07％

下水道・環境衛生等　17.36％

住宅・市街地　17.50％

沿岸漁場整備
漁港　2.38％

港湾　3.70％

道路整備　26.65％

治山・治水　15.22％

空港　1.75％


